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３ 災害時相互応援協定策定マニュアル 
3.1 災害時相互応援協定 

3.1.1 災害時相互応援協定の現状と課題 

平成16年度調査より、災害時相互応援協定の現状を整理する。 

応援協定を行政・水道の別および地域別(全国、地方内、県内等)に整理すると、表3-1-1

のようになる。 

 

表3-1-1 応援協定の種類 

行政･水道
区分 

地域 

区分 
応援協定の種類 備考 

行政 

全国 

大都市間の相互応援協定(14市)  

中核市間の相互応援協定(35市)  

全国青年市長会の会員都市間の相互応援協定(56市区)  

義士親善友好都市間の相互応援協定(26市区町)  

東海道五十三次市区町間の相互応援協定(19市区町)  

その他の相互応援協定(姉妹都市・友好都市間等)  

地方内 

地方内等の広域相互応援協定  

知事会のブロック内都市間の相互応援協定  

その他の相互応援協定(地方都市間等)  

県内等 
県内等の広域相互応援協定  

その他の相互応援協定(近隣市町間等)  

水道 

全国 
大都市水道局間の相互応援協定(13水道局)  

その他の相互応援協定(地方都市水道事業者間等)  

地方内 
(社)日本水道協会の地方支部の相互応援協定  

その他の相互応援協定(地方都市水道事業者間等)  

県内等 
(社)日本水道協会の県支部内の会員相互応援協定  

その他の相互応援協定(県内、近隣市町水道事業者間等)  

 注)  ( )は協定を締結している自治体数、事業体数。 

 

表3-1-1に示すように、行政の応援協定は全国レベルで多様なものがある。 

水道の応援協定は、(社)日本水道協会の地方支部、県支部等の広域的なもののほか、大

都市水道局間および遠方の地方都市の水道事業者間や近隣市町の水道事業者間等がある。

また、地域によっては、県内の水道事業者間の相互応援協定が締結されていない等、協定

の締結状況に差がある。 

水道の応援協定の状況の概念図を図3-1-1に示す。 
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図3-1-1 水道の相互応援協定の現状概念図 

 

また、行政、水道事業者間の相互応援協定のほかに、表3-1-2に示すような民間事業者

等との協定がある。 

表3-1-2 その他の応援協定 

その他の応援協定 備考 

水道事業体間の相互連絡管に関する協定  

水道事業体と管工事業協同組合との協定  

水道事業体と水道サービス公社との協定  

 

日本水道協会本部

Ａ地方支部長 Ｆ地方支部長 Ｇ地方支部長

a県支部長 f県支部長 g県支部長

Ⅰ
ブ
ロ
ッ
ク
代
表

・・・・

・・・・

・・・・

Ⅱ
ブ
ロ
ッ
ク
代
表

Ⅵ
ブ
ロ
ッ
ク
代
表

Ⅶ
ブ
ロ
ッ
ク
代
表

○
○
町
水
道
事
業

△
△
村
水
道
事
業

□
□
市
水
道
事
業

・・・・

③県支部内の会員間

●
●
簡
易
水
道
事
業

日
本
水
道
協
会
非
会
員
水
道
事
業

②地方支部内の県支部間

①地方支部間

④県内の水道事業者間

⑤近隣事業者間

◎
◎
市
水
道
事
業

⑥大都市、地方都市の水道事業者間

＊
＊
市
水
道
事
業

日本水道協会
による応援体制



 3-4

 

大規模の災害に対しては、個別の応援協定では応援の規模等が限られるため、広域的な

応援体制が不可欠である。 

地震等の大規模の災害に対する水道事業者間の広域的な応援体制としては、阪神・淡路

大震災を教訓として整備された図3-1-2に示す応援体制（以下、「日本水道協会応援体制」

という。）がある（「地震等緊急時対応に関する報告書 平成 8 年 2 月 15 日 社団法人日本

水道協会 地震等緊急時対応に関する特別調査委員会」による）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-2 大規模な災害に対する広域的な応援体制 

 

平成 16年 10月に発生した新潟県中越地震においては、日本水道協会応援体制による全

国的、階層的な応援体制に基づき被災事業体に対する応援がなされ、十分な成果を上げて

いる。しかし、上記の応援体制は、日本水道協会会員の上水道事業が対象であり、非会員

の上水道事業および簡易水道事業等については、図3-1-1に示すように、現状ではこの相

互応援体制に含まれていない。 

 

国 
厚生労働省 他 



 3-5

 

3.1.2 災害時相互応援協定策定マニュアル 

１）災害時相互応援協定の方向性 

水道事業における全国的、階層的な応援体制は、現在、日本水道協会応援体制があり、

新潟県中越地震において十分な成果を上げていることから、災害時相互応援協定はこれ

を基本とし、以下の点について、改善を図ることとする。 

 

①日本水道協会の非会員である上水道事業および簡易水道事業等を応援協定の対

象に含める。 

②応援協定が策定されていない県等については、これを策定する。 

 

 

２）災害時相互応援協定(例) 

災害発生時に広域的な相互応援を行うため、災害時の相互応援協定(例)を水道事業体、

行政の別に作成する。 

 

(1) 水道事業体 

「１）災害時相互応援協定の方向性」を踏まえ、水道事業体間の相互応援協定(例)を

作成するほか、管工事業協同組合、水道サービス公社との協定、および相互連絡管に関

する協定(例)を作成する。 

 

・日本水道協会地方支部災害時相互応援協定 

・日本水道協会県支部災害時相互応援協定 

・水道事業体間の相互連絡管に関する協定 

・水道事業体と管工事業協同組合との災害時応急措置等の協力に関する協定 

・水道事業体と水道サービス公社との災害時応急措置等の協力に関する協定 

 

水道事業体の災害時相互応援協定に含むべき事項は以下のとおりである。 
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表 3-1-4 水道事業体間の災害時相互応援協定に含むべき事項（協定例１,２参照） 

※日本水道協会県支部会員及び県内非会員水道事業者間の災害時相互応援協定にのみ定める 

 

表 3-1-5 水道事業体間の相互連絡管に関する協定に含むべき事項（協定例３参照） 

 

 

項目 内容 

１.趣旨 協定の対象、趣旨 

２.要請の種類 要請の種類（地方支部長に対する応援要請、県支部長に対する応援要請等） 

３.要請方法 被災市等が応援を要請する場合の、手段や要請文書に記載する必要事項等 

４.代理 県支部長事業体等が被災した場合等の代理の設置等 

５.応援体制 協定市が応援を実施する要件等 

６.応援内容 応急給水活動、応急復旧活動等の応援内容 

７.応援職員の派遣 必要携帯物等、応援職員を派遣するに当たっての留意事項等 

８.応援職員の受入 応援職員の宿泊施設、応援車両の集合場所等を定めておくこと等 

９.費用負担 応援事業体が応援に要した経費に関する負担の原則等 

１０.連絡担当部課 連絡担当部課を定めること等 

１１.連絡協議会の

設置 

相互応援の円滑な実施に必要な事前情報の充実を図るため、情報の相互交

換等を実施する連絡協議会の設置について 

１２.当該地方支部

及び他の地方

支部への応援 

当該地方支部及び他の地方支部への応援についての協力 

１３.会員以外への

協力※ 

日本水道協会の非会員水道事業者が災害により被災した場合の応援につ

いての協力 

１４.その他 協定に定めない事項については、両者が協議し決定すること 

１５.適用 協定が適用される期日等 

項目 内容 

１.目的 連絡管の目的 

２.連絡管の位置等 連絡管の管種、口径、位置、接続箇所等 

３.維持管理 連絡管の維持管理の範囲等 

４.応援配水の開始

と完了 

応援配水の必要が生じた場合の応援配水依頼方法や接続仕切弁の開閉等

について 

５.応援配水量の認

定 
応援配水量の認定方法 

６.費用の負担 費用の負担の原則 

７.協議 
疑義が生じた場合や協定に定めない事項については、両者が協議し決定

すること 

８.適用 協定が適用される期日 
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表 3-1-6 水道事業体と管工事業協同組合との協定に含むべき事項（協定例４参照） 

 

表 3-1-7 水道事業体と水道サービス公社との協定に含むべき事項（協定例５参照） 

 

 

各応援協定の例を次に示す。 

・日本水道協会地方支部災害時相互応援協定（協定例１：P3-8～P3-10を参照） 

・日本水道協会県支部災害時相互応援協定 （協定例２：P3-11～P3-13を参照） 

・水道事業体間の相互連絡管に関する協定 （協定例３：P3-14～P3-15を参照） 

・水道事業体と管工事業協同組合との災害時応急措置等の協力に関する協定 

（協定例４：P3-16～P3-17を参照） 

・水道事業体と水道サービス公社との災害時応急措置等の協力に関する協定 

（協定例５：P3-18～P3-19を参照） 

項目 内容 

１.協力要請 水道事業体が協力を要請することができる要件等 

２.要請手続 水道事業体が応援を要請する場合の手段等 

３.協力の実施 管工事業協同組合が要請を受けた場合、協力を実施すること 

４.費用の負担 管工事業協同組合が応援に要した経費に関する負担の原則等 

５.体制確立 連絡体制並びに応急措置のため、決めておくべき最大限の人数、機材等 

６.協議 疑義が生じた場合や協定に定めない事項については、両者が協議し決定す

ること 

７.他都市の災害 他都市へ応援する場合、両者が協議のうえ実施すること 

８.適用 協定が適用される期日 

項目 内容 

１.協力要請 水道事業体が協力を要請することができる要件等 

２.要請手続 水道事業体が応援を要請する場合の手段等 

３.協力の実施 水道サービス公社が要請を受けた場合、協力を実施すること 

４.費用の負担 水道サービス公社が応援に要した経費に関する負担の原則等 

５.協議 疑義が生じた場合や協定に定めない事項については、両者が協議し決定す

ること 

６.他都市の災害 他都市へ応援する場合、両者が協議のうえ実施すること 

７.適用 協定が適用される期日 
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（協定例１） 

日本水道協会△△地方支部災害時相互応援に関する協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、異常渇水等の災害に被災した都市が速やかに給水能力を 

回復できるように、社団法人日本水道協会（以下「日本水道協会」という。）の△△

地方支部に属する県支部（以下「県支部」という。）間における相互応援活動及び日

本水道協会の他の地方支部と△△地方支部との間における相互応援活動に係る県支

部の体制に関し必要な事項を定める。 

 

（要請の種類） 

第２条 △△地方支部内において災害が発生した場合、当該災害に被災した県支部の支

部長が必要と認めたときは、次の要請をすることができる。 

 (1)  △△地方支部内の他の県支部長に対する応援要請 

 (2)  日本水道協会の他の地方支部長（以下「他の地方支部長」という。）に対する応

援要請 

   

（要請方法） 

第３条 前条の被災した県支部の支部長の要請は、△△地方支部長に対して行うものと

する。 

２ 前項の要請は、次の事項をできる限り明らかにし、口頭、電話、電信又は無線等迅

速かつ適切に伝達できる方法で行うものとし、後日速やかに文書を△△地方支部長に

提出する。 

 (1)  災害の状況 

 (2)  必要とする資機材、物質等の品目及び数量 

 (3)  必要とする職員の職種別人員 

    (4)  応援の場所及び応援場所への経路 

    (5)  応援の期間 

    (6)  前各号に掲げるもののほか必要な事項 

３ 第 1項の要請を受けた△△地方支部長は、県支部長に対して応援を要請する。この

場合において、前項の規定は、△△地方支部長の要請についてこれを準用する。 

４ △△地方支部長は、第1項の要請を受けた際、被災状況又は地理的条件等から必要

と認めたときは、他の地方支部長へ応援を要請するものとする。 

５ △△地方支部長は、被災状況等から必要があると認めたときは、第1項の要請を待

たずに、県支部長に対し応援体制を即座に行える体制を整えるよう要請することがで

きる。 
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（代理） 

第４条 △△地方支部長である事業体が被災し、適切な連絡調整が行えない場合は、別

表に掲げる順位により、各県支部長がこの協定における△△地方支部長の事務を代理

するものとする。 

２ 県支部長は、県支部長である事業体が被災した場合において、この協定における県

支部長の事務を代理させるため、当該代理する事業体をあらかじめ決めておくものと

する。 

 

（応援体制） 

第５条 県支部長は、△△地方支部長から第 3 条に定める応援の要請を受けたときは、

応援を要請した県支部の応急給水及び応急復旧等に全面的に協力するものとする。 

 

（応援内容） 

第６条 応援活動は、概ね次のとおりとする。 

応急給水活動 

応急復旧活動 

応急復旧資機材の提供 

工事業者のあっせん 

前各号に掲げるものほか、特に要請のあった事項 

 

（応援職員の派遣） 

第 7条 応援の要請を受けた県支部長は、直ちに応援体制を整え、応援を要請した県支

部長に協力するものとする。 

２ 応援活動のために派遣する職員（以下「応援職員」という。）を派遣するときは、

被災状況に応じ給水用具、作業用工器具、衣類、食料及び日用品並びに野外における

宿営のためのテント、寝袋、携帯電灯、カメラ等を携帯させるものとする。 

３ 応援職員は、応援を受ける事業体の指示に従って作業に従事する。 

４ 応援職員は、所属する事業体名を表示した腕章等を着用する。 

 

（応援職員の受入） 

第８条 応急給水作業及び応急復旧作業を迅速かつ適切に遂行できるようにするため、

応援を要請した県支部長は、応援職員の宿泊施設及び応援車両の集合場所等を指定す

る。 
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（費用負担） 

第９条 この協定に基づく応援に要する費用の負担については、原則として、応援を受

けた事業体が負担する。ただし、特段の事情がある場合については、応援活動に協力

した事業体と応援を受けた事業体が協議して定めることができる。 

２ 応援を受けた事業体が負担すべき費用を支弁するいとまがない場合は、応援活動に

協力した事業体が一時繰替支弁するものとする。 

 

（連絡担当部課） 

第１０条 △△地方支部長及び県支部長は、この協定の実施に必要な情報の相互交換を

担当する連絡担当部課、連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者を定め、災害が発

生したとき又は災害発生のおそれがあるときは、速やかに必要な情報を相互に交換す

るものとする。 

 

（連絡協議会の設置） 

第１１条 相互応援の円滑な実施に必要な事前情報の充実を図るため、△△地方支部長

及び各県支部長は、前条の連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者からなる協議会

を設け、毎年定期的に必要な情報の交換を行うものとする。 

 

（他の地方支部への応援） 

第１２条 △△地方支部長が他の地方支部長と地方支部間における災害時の応援活動

等について協定を締結した場合であって、当該協定に基づき被災した他の地方支部長

から△△地方支部長に対し応援活動の要請があった場合は、この協定に基づく応援活

動の例により全面的に協力するものとする。 

２ △△地方支部長は、他の地方支部長と前項の協定を締結しようとするときは、あら

かじめ各県支部長と協議するものとする。 

 

（その他） 

第１３条 この協定に定めるもののほかこの協定の実施について必要な事項について

は、△△地方支部長及び各県支部長が協議してこれを定める。 

 

（適用） 

第１４条 この協定は、平成＊＊年＊＊月＊＊日から適用する。 

 

この協定の成立を証するため、本書＊＊通を作成し、△△地方支部長及び県支部長記名

押印の上、各自その１通を保有する。 
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（協定例２） 

日本水道協会○○県支部災害時相互応援に関する協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、異常渇水等の災害に被災した都市が速やかに給水能力を 

回復できるように、社団法人日本水道協会（以下「日本水道協会」という。）の○○

県支部に属する会員（以下「県支部会員」という。）及び県内の日本水道協会非会員

水道事業者間における相互応援活動、及び△△地方支部に属する県支部間における相

互応援活動並びに日本水道協会の他の地方支部と△△地方支部との間における相互

応援活動に係る○○県支部の体制に関し必要な事項を定める。 

 

（組織） 

第２条 県支部内の会員を＊＊、＊＊、＊＊、・・・・のブロックに分け、各ブロック

に代表都市を設置する。 

２ 県支部長都市に事務局を設置する。 

 

（要請方法） 

第３条 前条の要請の手順は、次の各号による。 

 (1)  応援を要請しようとする会員は、ブロック代表都市へ応援を要請する。 

 (2)  ブロック代表都市は、前号の応援要請を受けた場合は、ブロック内の他の会

員に応援を要請し、さらに必要と認めるときには、県支部長へ応援を要請す

る。 

 (3)  県支部長は、前号の応援要請を受けた場合は、県支部内の他のブロック代表

都市に応援を要請し、さらに必要と認めたときは、△△地方支部へ応援を要

請する。 

 ２ 前項の要請は、次の事項をできる限り明らかにし、口頭、電話、電信又は無線等

迅速かつ適切に伝達できる方法で行うものとし、後日速やかに文書を要請先に提出す

る。 

 (1)  災害の状況 

 (2)  必要とする資機材、物質等の品目及び数量 

 (3)  必要とする職員の職種別人員 

    (4)  応援の場所及び応援場所への経路 

    (5)  応援の期間 

    (6)  前各号に掲げるもののほか必要な事項 

３ 県支部長は、被災状況等から必要があると認めたときは、第1項の要請を待たずに、

県支部会員に対し応援体制を即座に行える体制を整えるよう要請することができる。 
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（代理） 

第４条 県支部長である事業体が被災し、適切な連絡調整が行えない場合は、別表に掲

げる順位により、ブロック代表都市がこの協定における県支部長の事務を代理するも

のとする。 

２ ブロック代表都市は、ブロック代表都市である事業体が被災した場合において、こ

の協定におけるブロック代表都市の事務を代理させるため、当該代理する事業体をあ

らかじめ決めておくものとする。 

 

（応援体制） 

第５条 県支部会員は、県支部長、ブロック代表都市から第3条に定める応援の要請を

受けたときは、応援を要請した事業体の応急給水及び応急復旧等に全面的に協力する

ものとする。 

 

（応援内容） 

第６条 応援活動は、概ね次のとおりとする。 

応急給水活動 

応急復旧活動 

応急復旧資機材の提供 

工事業者のあっせん 

前各号に掲げるものほか、特に要請のあった事項 

 

（応援職員の派遣） 

第 7条 応援の要請を受けた県支部会員は、直ちに応援体制を整え、応援を要請した事

業体に協力するものとする。 

２ 応援活動のために派遣する職員（以下「応援職員」という。）を派遣するときは、

被災状況に応じ給水用具、作業用工器具、衣類、食料及び日用品並びに野外における

宿営のためのテント、寝袋、携帯電灯、カメラ等を携帯させるものとする。 

３ 応援職員は、応援を受ける事業体の指示に従って作業に従事する。 

４ 応援職員は、所属する事業体名を表示した腕章等を着用する。 

 

（応援職員の受入） 

第８条 応急給水作業及び応急復旧作業を迅速かつ適切に遂行できるようにするため、

応援を要請した県支部会員は、応援職員の宿泊施設及び応援車両の集合場所等を指定

する。 

 



 3-13

（費用負担） 

第９条 この協定に基づく応援に要する費用の負担については、原則として、応援を受

けた会員が負担する。ただし、特段の事情がある場合については、応援活動に協力し

た会員と応援を受けた会員が協議して定めることができる。 

２ 応援を受けた会員が負担すべき費用を支弁するいとまがない場合は、応援活動に協

力した会員が一時繰替支弁するものとする。 

 

（連絡担当部課） 

第１０条 県支部会員は、この協定の実施に必要な情報の相互交換を担当する連絡担当

部課、連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者を定め、災害が発生したとき又は災

害発生のおそれがあるときは、速やかに必要な情報を相互に交換するものとする。 

 

（連絡協議会の設置） 

第１１条 相互応援の円滑な実施に必要な事前情報の充実を図るため、県支部会員は、

前条の連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者からなる協議会を設け、毎年定期的

に必要な情報の交換を行うものとする。 

 

（△△地方支部及び他の地方支部への応援） 

第１２条 △△地方支部長が他の地方支部長間との相互応援活動に関する協定を締結

した場合であって、当該協定に基づき被災した他の地方支部長から△△地方支部長を

通して○○県支部長に応援活動の要請があった場合、または日本水道協会△△地方支

部災害時相互応援協定に基づき、△△地方支部長から県支部長に応援活動の要請があ

った場合、この協定に基づく応援活動の例により全面的に協力するものとする。 

 

（会員以外への協力） 

第１３条 県支部会員は、会員以外の水道事業体が災害により被災したときは、前各条

に準じ、応援に努めるものとする。 

 

（その他） 

第１４条 この協定に定めるもののほかこの協定の実施について必要な事項について

は、県支部長及びブロック代表都市が協議してこれを定める。 

 

（適用） 

第１５条 この協定は、平成＊＊年＊＊月＊＊日から適用する。 

 

この協定の成立を証するため、県支部長を「甲」とし、県支部会員及び非会員水道事業

者を「乙」として本書＊＊通を作成し、県支部長及び県支部会員、非会員水道事業者記名

押印の上、各自その１通を保有する。 
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（協定例３） 

水道事業体間の相互連絡管に関する協定 

 

 

○○市と△△市とは、地震その他の災害等により、○○市または△△市の水道施設が被

災した場合（以下「災害時」という。）における緊急時連絡管（以下「連絡管」という。）

に関し次のとおり協定する。 

 

(目的) 

第 1条 ○○市の水道施設と△△市の水道施設を接続し、○○市及び△△市の水道用水

の安定供給を確保することを目的とする。 

 

（連絡管の位置等） 

第２条 ○○市の所有する管と△△市の所有する管については、以下のとおりとする。 

項目 内容 

管種 ダクタイル鋳鉄管（ＮＳ） 

口径 φ200 

○○市の所有する管の延長 L = *** m 

○○市の所有する管の接続地点 ○○市□□台*-*番地先 

△△市の所有する管の延長 L = *** m 

△△市の所有する管の接続地点 △△市●●団地*-*番地先 

   ※設置位置は別紙図面参照 

 

(維持管理)  

第３条 連絡管の維持管理は、○○市及び△△市が行政境まで行うものとし、その費用

は、○○市、△△市がそれぞれ負担するものとする。ただし、接続箇所については、

○○市、△△市がそれぞれ2分の1の負担とする。 

 

(応援配水の開始と完了) 

第４条 災害等により、給水の応援を受けようとする市は、次の事項を明示した文書に

よって応援を要請するものとする。ただし、緊急を要する時はこの限りではない。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の場所、予定水量及び期間 

(3) その他必要な事項 

２ 応援配水の開始及び完了に伴う接続仕切弁の開閉は、双方が立ち会いのうえ実施す

るものとする。 
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(応援配水量の認定)  

第５条 応援を受けた市が受水した水量の認定は、○○市、△△市の協議のうえ決定す

る。 

 

(費用の負担)  

第６条 応援に要した費用は、法令その他特別に定めがあるものを除き応援を受けた市

の負担とする。 

２ 応援給水を行った場合の水道水の費用は、応援をした市の給水原価により応援を受

けた市が負担する。 

 

（応援活動の円滑化） 

第７条 応援活動の円滑化を図るため、両市に担当責任者をおく。 

 

(協議)  

第８条 この協定について疑義が生じたとき、又はこの協定に定めない事項については、

必要に応じて、○○市、△△市の協議のうえ決定する。 

 

（適用） 

第９条 この協定は、平成＊＊年＊＊月＊＊日から適用する。 

 

この協定の成立を証するため、○○市を「甲」とし、△△市を「乙」として本書＊＊通

を作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 
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（協定例４） 

水道事業体と管工事業協同組合との災害時における応急措置等の協力に関する協定 

 

○○市と財団法人□□市指定上下水道工事業協同組合とは、地震その他の災害等が市内

に発生し、又は発生のおそれがある場合、○○市の所管する水道施設の応急処置に関し、

次のとおり協定する。 

 

(協力要請) 

第 1条 ○○市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、○○市の

みでは応急措置等を施行することが困難であるときは、□□市指定上下水道工事業協

同組合に対し、その協力を要請することができるものとする。 

２ □□市指定上下水道工事業協同組合は○○市から前項規定による協力要請を受け

たときは、他の業務に優先してこれに協力するものとする。 

 

（要請手続） 

第２条 前条に定める要請は、○○市が災害の状況、場所、活動内容、必要とする人員

及び機材等について、□□市指定上下水道工事業協同組合に対して連絡することをも

って行うものとする。 

 

(協力の実施)  

第３条 □□市指定上下水道工事業協同組合は、前条の規定による要請を受けたときは、

速やかに人員及び機材等を出動させ、○○市の行う応急措置等に協力するものとする。 

 

 (費用の負担) 

第４条 □□市指定上下水道工事業協同組合がこの協定に基づく応急措置等のために

要した経費については、原則として○○市が負担するものとする。 

 

(体制確立)  

第５条 □□市指定上下水道工事業協同組合は、○○市との協議のうえ応急措置の体制

確立のための連絡体制並びに応急措置のための最大限の人員及び機材等について、毎

年○○市に文書で提出するものとする。 

 

(協議)  

第６条 この協定について疑義が生じたとき、又はこの協定に定めない事項については、

必要に応じて、○○市・□□市指定上下水道工事業協同組合の協議のうえ決定する。 
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(他都市の災害)  

第７条 他都市に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、他都市へ応

援するときは、この協定の例により○○市・□□市指定上下水道工事業協同組合の協

議のうえ、実施する。 

 

（適用） 

第８条 この協定は、平成＊＊年＊＊月＊＊日から適用する。 

 

この協定の成立を証するため、○○市を「甲」とし、□□市指定上下水道工事業協同組

合を「乙」として本書＊＊通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 
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（協定例５） 

水道事業体と財団法人□□市水道サービス公社との災害時における応急措置等の協力

に関する協定 

 

○○市と財団法人□□市水道サービス公社とは、地震その他の災害時における応急措置

等の対応について、次のとおり協定する。 

 

(協力要請) 

第 1条 ○○市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、○○市の

みでは応急措置等を施行することが困難であるときは、□□市水道サービス公社に対

し、その協力を要請することができるものとする。 

２ 財団法人□□市水道サービス公社は○○市から前項規定による協力要請を受けた

ときは、他の業務に優先してこれに協力するものとする。 

 

（要請手続） 

第２条 前条に定める要請は、災害の状況、場所、活動内容、必要とする人員及び機材

等を明示した文書により行うものとする。ただし、文書によることが困難なときには、

口頭又は電話により協力を要請し、後日、速やかに文書を送付するものとする。 

 

(協力の実施)  

第３条 財団法人□□市水道サービス公社は、前条の規定による要請を受けたときは、

速やかに人員及び機材等を出動させ、○○市の行う応急措置等に協力するものとする。 

 

 (費用の負担) 

第４条 財団法人□□市水道サービス公社がこの協定に基づく応急措置等のために要

した経費については、原則として○○市が負担するものとする。 

２ 財団法人□□市水道サービス公社が、この協定に基づく応急措置等の業務により負

傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における災害補償は財団法人□□市水道サー

ビス公社の負担とする。 

 

(協議)  

第５条 この協定について疑義が生じたとき、又はこの協定に定めない事項については、

必要に応じて、○○市・財団法人□□市水道サービス公社の協議のうえ決定する。 

 

(他都市の災害)  

第６条 他都市に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、他都市へ応
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援するときは、この協定の例により○○市・財団法人□□市水道サービス公社の協議

のうえ、実施する。 

 

（適用） 

第７条 この協定は、平成＊＊年＊＊月＊＊日から適用する。 

 

この協定の成立を証するため、○○市を「甲」とし、財団法人□□市水道サービス公社

を「乙」として本書＊＊通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 
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(2) 行政 

行政の災害時相互応援協定に含むべき事項は以下のとおりであり、行政の災害時相互

応援協定(例)を P3-20～P3-21示す。 

 

表3-1-3 行政間の災害時相互応援協定に含むべき事項（協定例６参照） 

項目 内容 

１.趣旨 協定の対象、趣旨 

２.広域調整市の設置 広域的な応援を行うにあたり、被災市・応援市間の情報連絡の

調整を行う広域調整市をあらかじめ定めておくこと等 

３.応援の種類 資機材の提供、職員の派遣等 

４.応援要請の手続き 被災市が応援を要請する場合の、手段や要請文書に記載する必

要事項等 

５.応援の実施 協定市が応援を実施する要件等 

６.応援経費の負担 協定市が応援に要した経費に関する負担の原則等 

７.連絡担当部局 連絡担当部局を定めること等 

８.資料の交換 地域防災計画等の資料の相互交換等 

９.その他 その他、協定市が別に締結している協定との関係等 

１０.協定の発効 協定の効力が発生する期日 
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（協定例６） 

災害時相互応援に関する協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、＊＊市、・・・・＊＊市（以下「協定市」という）において災害

が発生し、被害を受けた都市（以下「被災市」という）が独自では十分な応急措置が

実施できない場合に、被災市の要請にこたえ、当該災害により被害を受けていない市

が、被災市の応急対策及び復旧対策を円滑に遂行するため、必要な事項について定め

るものとする。 

 

（広域調整市の設置） 

第２条 協定市は、災害時に被災市の応援を迅速・円滑に実施するため、あらかじめ地

域毎に広域調整市を定めておくものとする。 

 

（応援の種類） 

第３条 応援の種類は、次のとおりとする。 

(1) 食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

(4) 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 

 

（応援要請の手続き） 

第４条  応援を要請しようとする被災市は、次の事項を明らかにし、広域調整市と十分

な連絡調整を行い、第７条に定める連絡担当部局を通じて、電話又は電信により応援

を要請するものとする。この場合において、被災市は必要事項を記載した文書を後日、

速やかに協定市に送付しなければならない。 

(1) 被害の状況 

(2) 前条第 1 号から第 3 号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の

品名、数量等 

(3) 前条第 4 号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員並び

に業務内容 

(4) 応援場所及び応援場所への経路 

(5) 応援の期間 

(6) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

 

（応援の実施） 
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第５条  応援を要請された協定市は、法令その他特別に定めがある場合を除くほか、極

力これに応じ応援活動に努めるものとする。 

２ 激甚な災害が発生し、通信の途絶等により被災市との連絡がとれない場合には、被

災市以外の協定市相互が連絡調整し、自主応援活動を行うことができる。 

３ 応援を行うとする協定市は、広域調整市と十分な連絡調整を行うものとする。 

 

（応援経費の負担） 

第６条  応援に要した経費は、原則として被災市の負担とする。ただし、これによりが

たい場合は、被災市と協定市が協議して別に定めるものとする。 

２ 被災市が負担すべき費用を支弁するいとまがない場合は、応援した協定市が一時繰

替支弁するものとする。 

 

（連絡担当部局） 

第７条  協定市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め、災害が発生した

ときは、速やかに情報を相互に交換するものとする。 

 

（資料の交換） 

第８条  協定市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年1回地域防災計

画その他参考資料を相互に交換するものとする。 

 

（その他） 

第９条  この協定は、協定市及び協定市の各機関が消防組織法（昭和 22 年法律第 226

号）第 21 条第 2 項の規定により別に締結した相互応援に関する協定及び水防に係る

応援に関し締結した協定等に基づく応援を排除するものではない。 

 

第10条 この協定の締結に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、

協定市が協議して定めるものとする。 

 

（協定の発効） 

第 11条 この協定は、平成＊＊年＊＊月＊＊日から効力を発生するものである。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書＊＊通を作成し、各協定市は記名押印のうえ、

各1通を保有する。 

 

平成＊＊年＊＊月＊＊日 
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3.2 業務指標による災害時影響程度評価 
ここでは、昨年度業務で抽出した災害時の影響程度を評価する業務指標（「安定：いつでも

どこでも安定的に生活用水を確保」の 33 項目）を用い、水道事業体の応急給水体制や応急復

旧体制、断水影響人口等について評価する方法について検討する。 

業務指標による災害時影響程度の評価方法の検討に当たって、水道事業ガイドライン（JWWA 

Q100）では業務指標のベンチマークを設定していない【下枠内参照】ため、現在業務指標を公

表している事業体（以下「公表事業体」という。）の指標値等を用いて評価することとした。 

 

＜参考 「水道事業ガイドライン」の業務指標のベンチマークについて（抜粋）＞ 

8.3 ベンチマーク 

この規格は、業務指標によって業務の定量化を目指すものであるが、その数値について事業を評価するもの

ではない。このため、業務指標には具体的な基準値としてのベンチマークは設定しない。例えば、ある業務指

標が“法定耐用年数を超えている施設の割合”であるとすると、“この値が 30%を超えないこと”といった判断

基準を設定することはしない。 

 

 

3.2.1 公表事業体の業務指標 

平成 17 年度末現在で、公表事業体は 38 事業体ある。公表事業体の給水人口（平成 15

年度現在）及び業務指標33項目を表3-2-1に示す。 
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表3-2-1 公表事業体の業務指標（「安定：いつでもどこでも安定的に生活用水を確保」の33項目）

1 2 3 4 5 6 7 8

      業務指標 東京都 横浜市 千葉県
神奈川県営

水道
大阪市 名古屋市 札幌市 神戸市

平成15年度給水人口（人） 12,321,390 3,538,250 2,770,654 2,683,421 2,627,421 2,189,992 1,848,349 1,510,038

2001 給水人口一人当たり貯留飲料水量（Ｌ／人） 138.8 143 221.8 145.6 134.0 141.4 137.5 201.0

2002 給水人口一人当たり配水量（Ｌ／日／人） 365.6 338 322.9 381.0 506.0 356.3 290.0 366.0

2003 浄水予備力確保率（%） 28.8 36.3 6.4 48.4 36.2 27.0 27.8 43.5

2004 配水池貯留能力（日） 0.7 0.825 0.9 0.8 0.5 0.8 0.9 1.1

2005 給水制限数（日） 0 0 1462 0 0 0 0 0

2006 普及率（%） 100.0 100 95 100 100 100 100 100

2007 配水管延長密度 20.3 20.6 14.6 10.4 22.7 15.2 16.7 16.4

2008 水道メータ密度（個／km） 251.6 177.2 160.0 148.0 120.0 80.0 121.0 172.0

2101 経年化浄水施設率（%） 7.4 0 3.8 1.5 18.5 9.8 0.0 27.7

2102 経年化設備率（%） 54.2 86.1 68.7 27.7 32.7 40.5 60.0 70.9

2103 経年化管路率（%） 0.8 4.7 0.5 6.3 17.9 4.6 0.2 5.2

2104 管路の更新率（%） 1.4 0.83 0.8 0.6 0.9 1.6 1.6 0.5

2105 管路の更生率（%） 0 0.001 0 0 0 0 0 0

2106 バルブの更新率（%） *1.5 1.4 6.1 ー 2.0 1.6 1.4 *0.35

2107 管路の新設率（%） 0.8 0.32 1.5 1.0 0.2 0.4 0.8 0.8

2201 水源の水質事故率（件） 6 20 1 25 2 0 16 2

2202 幹線管路の事故割合（件／100km） 5.6 0.49 0.8 3.0 1.8 0.5 0.0 *0.9

2203 事故時配水量率（%） 100.0 100 94 80 94 100 84 61

2204 事故時給水人口率（%） 0.0 0 24 20 44 0 85 0

2205 給水拠点密度（箇所／100k㎡） 15.4 36.0 4.4 4.7 35.1 6.8 10.4 15.5

2206 系統間の原水融通率（%） 64.9/51.8 37.4 20 44 0 0 0 -

2207 浄水施設耐震率（%） ― 0 53.4 0.0 別途評価 60.9 18.6 0.0

2208 ポンプ所耐震施設率（%） 72.3 59.3 71.5 0.6 50.8 53.1 26.7 *45.1

2209 配水池耐震施設率（%） 20.9 12.7 55.5 1.0 6.6 87.3 30.2 26.7

2210 管路の耐震化率（%） 16.8 7.1 4.3 9.5 11.5 21.5 11.0 27.3

2211 薬品備蓄日数（日） *24.1 32.0
26.4/32.5/
45.6/17.3/
29.7/24.4

*25.6
35.7/33.2/4

0.2/21.5
注１） 51.9 45.9

2212 燃料備蓄日数（日） *1.1 2.67 0.5 *1.3 1.0/1.6/0.5 春1.0/大0.8 0.7 1.0

2213 給水車保有度（台／1000人） 0.0005 0.0054 0.00 0.00 0.01 0.03 0.00 0.00

2214 可搬ポリタンク・ポリパック保有度（個／1000人） 1.2 14.7 17.2 2.0 159.5 86.8 38.7 15.8

2215 車載用の給水タンク保有度 0.020 0.066 0.03 0.01 0.19 0.03 0.02 0.03

2216 自家用発電設備容量率（%） *54.3 32.9 36.7 *40.4
19.3/14.4/0.

0
春53.3/大

28.2
61.1 *7.8

2217 警報付施設率（%） 100.0 96.0 70 91 100 100 91 48

2218 給水装置の凍結発生率（件／1000件） データなし 0.058 0.00 ー 0.20 0.02 2.00 0.11

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

京都市 福岡市 川崎市 さいたま市 仙台市 北九州市 堺　市 岡山市 新潟市 西宮市 横須賀市 豊中市 八戸圏域 郡山市 秋田市

1,453,999 1,366,100 1,297,757 1,058,320 997,307 991,399 793,682 632,938 518,705 455,842 428,416 387,566 336,515 318,118 313,040

128.0 134.8 132.0 120.1 207.7 159.0 15.1 134.4 127.0 64.0 258.0 148.0 194.0 158.0 133.2

411.0 292.0 376.0 330.5 332.2 353.0 347.0 402.0 395.0 347.0 455.0 352.2 277.9 362.0 353.9

29.8 *48 5.9 17.1 27.1 48.3 47.4 17.3 33.9 50.5 14.5 33.3 ＊8.7 33.6 32.9

0.6 0.9 0.7 0.7 1.2 0.9 0.9 0.7 0.6 0.4 1.1 0.8 1.3 0.9 1.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100 99 100 100 99 100 100 100 100 100 100 100 96 97 99

20.6 15.6 15.8 15.5 8.7 14.5 14.5 7.0 9.3 15.3 14.2 20.1 2.2 4.8 9.1

135.0 113.0 289.0 159.7 125.4 124.0 144.0 ＊65.0 114.0 82.0 139.0 196.9 87.2 75.0 95.0

0.0 0.0 18.5 9.0 0.0 1.0 0.0 ＊13.3 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 4.3 0.0

41.4 33.0 47.4 66.0 45.3 63.1 35.0 データなし データなし 47.1 53.8 38.2 40.7 63.2 65.2

*3.8 1.4 データなし *2.5 0.9 9.7 5.1 13.7 0.8 データなし 10.6 5.6 2.8 1.2 0.9

0.7 0.9 1.0 0.6 1.2 1.4 1.1 1.0 1.9 0.8 0.3 0.7 1.3 0.7 1.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1.6 1.5 3.2 0.5 4.6 1.4 *4.21 2.6 データなし 1.3 1.4 2.4 *1.93 1.4 1.2

0.7 1.1 0.6 0.8 1.9 0.8 2.2 0.6 1.3 0.1 0.5 0.4 1.3 0.5 0.6

2 7 38 0 0 18 0 0 0 2 23 6 4 0 2

0.5 1.5 1.5 1.2 0.7 1.5 *0.6 1.6 0.0 1.9 0.0 0.0 0.9 8.5 1.6

99 100 100 100 99 87 24 62 100 62 75 86 41 89 90

2 4 0 19 1 13 85 38 14 17 25 16 41 61 81

14.2 7.2 11.1 45.7 7.7 0.0 0.8 2.0 7.9 31.3 73.3 27.3 2.7 11.9 3.6

0 0 0 該当なし 20.6/100 52 ー 0 0 20 0 0 0 0 ー

ー 29.0 0.0 10.9 21.9 0.0 ー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.2 0.0

2.5 *48.1 0.0 21.0 データなし 0.0 *40.7 17.6 62.3 5.7 *71.7 30.5 2.0 45.0 0.0

28.5 31.9 1.0 37.9 データなし 0.1 64.8 16.0 9.4 14.3 *56.4 24.3 1.7 26.5 44.4

4.4 3.4 12.4 27.1 17.4 1.7 4.0 *3.85 5.2 10.4 17.0 9.1 24.2 4.4 4.9

*28.4 *27.1
21.1/27.7/2

4.7
69.3 30.2 *20.8 16.2 32.4 *23.1

29.9/48.7/2
0.9/70.8/88

.0/49.7
21.3 27.7 *38.7 370.5 26.0

*1.0 *0.5 1.2/1.1/1.3 1.0 0.9 *0.2 0.3 1.6 *0.5 ー 1.6 0.2 *2.2 1.3 1.0

0.00 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01

9.6 0.6 106.0 5.3 19.2 6.8 36.2 8.5 42.7 32.0 67.6 138.0 115.4 280.2 93.8

0.01 0.08 0.08 0.10 0.04 0.05 0.04 0.09 0.03 0.03 0.01 0.01 0.11 0.06 0.02

*98.8 *49
50.0/54.5/22

.2/48.4
66.9 78.3 *7.7 28.0 54.5 *54.9 ー 26.4 83.3 62.5 77.8 0.0

78 94 9 45 12 91 80 88 63 51 ー 100 73 53 91

0.66 0.56 0.00 0.00 0.10 データなし 0.00 6.60 0.02 0.83 0.00 0.76 1.80 0.11 0.05

24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

那覇市 大津市 福島市 盛岡市 鈴鹿市 高岡市 旧松江市 彦根市 会津若松市 鶴岡市 坂出市 石狩市 松山市
埼玉県県営

水道
神奈川県広

企業団

308,225 295,950 278,625 278,465 188,127 154,620 138,691 108,722 107,150 98,254 57,180 55,935 28,846

91.0 180.6 147.0 128.0 144.6 124.1 115.9 133.9 195.7 165.0 326.3 118.0 117.0 ー ー

362.0 396.1 320.0 314.0 379.5 311.2 358.3 380.2 525.0 372.0 427.1 255.0 305.0 ー ー

ー 15.8 25.3 19.9 ＊9.5 53.1 ― 32.3 26.8 48.0 9.8 *23.7 21.7 21.5 45.8

0.5 0.9 1.1 0.8 0.8 0.8 0.6 0.7 0.7 0.9 1.5 0.9 0.8 0.3 0.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 9 ー ー

100 100 98 100 100 91 98 100 95 100 100 99 97 ー ー

20.0 14.6 5.4 12.9 7.3 6.7 7.8 8.7 7.9 3.5 7.7 4.4 15.4 ー ー

75.0 114.8 70.0 87.0 63.3 58.6 96.2 70.1 87.6 60.0 72.2 44.0 94.0 ー ー

ー 0.0 8.8 7.6 0.0 0.0 72.2 0.0 53.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

62.2 78.1 データなし 26.3 81.1 37.5 43.4 67.4 58.3 21.0 31.3 61.9 61.6 71.4 41.8

1.0 ― データなし 6.7 3.7 *4.5/*8.1 9.9 24.1 9.7 10.7 19.8 34.5 2.2 0.0 0.0

1.1 0.7 1.9 0.5 1.7 1.2 1.0 2.2 0.5 0.3 1.7 0.9 2.1 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1.9 1.0 データなし 2.7 ー *1.7 2.4 2.5 0.9 データなし 1.9 1.9 2.3 0.1 0.2

0.6 1.3 0.9 0.8 0.7 0.9 0.6 1.1 1.2 0.3 0.2 1.3 2.3 3.0 0.0

ー 1 0 10 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 7

6.5 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 7.8 0.0 0.0 0.0 26.2 0.0 1.0 1.0 0.8

49 95 75 100 50 80 57 35 73 6 125 100 60 66

60 33 データなし 2 29 6 67 35 73 95 0 29 40 ー ー

25.6 74.7 0.4 12.3 3.0 3.3 21.4 2.6 4.7 1.1 47.2 28.3 29.6 ー ー

ー 0 0 *103.9 0 ― 135 0 0 0 0 0 15 0 0

ー ― 0.0 26.0 46.3 0.0 ― 0.0 35.8 0.0 0.0 データなし 0.0 0.0 45.4

0.0 0.7 9.0 63.5 0.0 0.0 ― 0.3 15.7 0.0 0.0 データなし 0.0 0.0 58.7

88.5 9.6 17.7 51.3 ー *67.6 34.8 34.4 19.6 *88.7 0.3 データなし 19.8 0.0 29.8

0.9 7.6 *0.1 17.6 1.3 11.5 23.0 1.3 1.7 4.5 0.1 4.8 1.2 36.1 51.4

ー 29.7 11.3 *31.2 49.7 60.6 19.9 23.9 *35.42 *19.2 19.1 *34.4 41.7
19.9/71.4/2

3.8/32.9
35.8

ー 0.2 1.2 *0.8 0.3 0.9 0.7 0.7 *0.38 *0.5 0.0 *0.3 1.7
0.9/0.9/
0.8/0.7

0.6

0.00 0.01 0.01 0.01 0.00 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01 0.08 0.00 0.00 ー ー

4.0 49.8 26.5 28.2 26.5 17.7 ― 8.7 151.5 38.5 1.7 17.9 2.3 ー ー

0.01 0.07 0.09 0.01 0.01 0.10 0.09 0.10 0.05 0.04 0.20 0.02 0.17 ー ー

45.8 55.1 *57.5 *24.0 27.3 13.6 56.80/39.60 40.3 41.3 *16.9 0.0 47.6 42.8
21.3/35.7/28

.4/15.6
28.5

100 93 ー ー 100 ― 72 43 67 4 62 36 100 100 100

ー *0.9 0.47 0.84 0.04 0.70 44.18 0.80 9.20 0.30 0.00 0.42 0.07 ー ー

平成17年度末現在

（青字は平成16年度、それ以外は平成15年度データ）

注１） 名古屋市業務指標値（2211薬品備蓄日数）
　春日井浄水場　　36.6（硫酸バンド）11.5（PAC）24.5（次亜）
　鍋屋上野浄水場 27.5（硫酸バンド）16.4（PAC）21.9（次亜）
　大治浄水場　　　                       40.7（PAC）18.5（次亜）
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3.2.2 業務指標による災害時影響程度評価方法 

総務省作成による「水道事業経営指標」では、類似団体の平均値と比較して事業経営の

問題点や特殊性を明らかにし、健全経営を行っていく上での参考とすることを指標の意義

としていること等から、業務指標を用いた災害時影響程度評価に当たっては、公表事業体

の平均値を用いて評価することとした。 

3.3.1で示した公表事業体の業務指標について、全38事業体の平均値、給水人口が100

万人以上（12事業体）の平均値、給水人口が30万人以上100万人未満（12事業体）の平

均値、給水人口が10万人以上30万人未満（8事業体）の平均値、給水人口が10万人未満

（4 事業体）、用水供給事業（2 事業体）の平均値を表 3-2-2 に示す（参考に公表 38 事業

体の最大値及び最小値もあわせて示す）。 

なお、表3-2-2には、事業体公表値以外に評価の基準値となりうるものをあわせて示し、

評価をわかり易くすること等から、抽出した 33 項目の業務指標を①～⑩のカテゴリーに

細分類した。 

 

表3-2-2を基に、類似規模の業務指標平均値、あるいは全体の業務指標平均値と比較・

分析することにより、各事業体の特徴や問題点を明らかにし、災害時影響程度を評価する

ことができる。 
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表3-2-2 災害時の影響程度を評価する業務指標の評価基準値

2005 給水制限数（日）

2201 水源の水質事故数（件）

2202 幹線管路の事故割合（件/100km）

2218 給水装置の凍結発生率（件/1000件）

2002 給水人口一人当たり配水量（L/日/人）

2006 普及率（％）

2101 経年化浄水施設率（％）

2102 経年化設備率（％）

2103 経年化管路率（％）

2203 事故時配水量率（％）

2204 事故時給水人口率（％）

2003 浄水予備力確保率（％）

2004 配水池貯留能力（日）

2104 管路の更新率（％）

2105 管路の更生率（％）

2106 バルブの更新率（％）

2107 管路の新設率（％）

2207 浄水施設耐震率（％）

2208 ポンプ所耐震施設率（％）

2209 配水池耐震施設率（％）

2210 管路の耐震化率（％）

⑧ テロ等対応度 2217 警報付施設率（％）

2001 給水人口一人当たり貯留飲料水量（L/人）

2205 給水拠点密度（箇所/100km2）

2213 給水車保有度（台/1000人）

2214 可搬ポリタンク・ポリパック保有度（個/1000人）

2215 車載用の給水タンク保有度（m3/1000人）

2206 系統間の原水融通率（％）

2211 薬品備蓄日数（日）

2212 燃料備蓄日数（日）

2216 自家用発電設備容量率（％）

2007 配水管延長密度（km/km2）

2008 水道メータ密度（個/km）

更新、新設度

施設老朽度

事故影響度

施設余裕度

細分類
指標
番号

業務指標

⑩

⑪

耐震度

応急給水能力度

バックアップ度

その他

① 災害等発生状況

② 水道依存度

③

④

⑤

⑥

⑦

⑨

100万人以上
100万人未満
30万人以上

30万人未満
10万人以上

10万人未満 用水供給事業

平均 平均 平均 平均 平均 最大 最小 平均

122 0 0 5 #DIV/0! 1,462 0 41

10 5 1 0 4 38 0 5

1.5 2.1 1.1 6.8 0.9 26.2 0.0 2.2

0.4 1.0 8.0 0.2 #DIV/0! 44.2 0.0 2.3

361 362 373 340 #DIV/0! 525 255 362

99.5 99.3 97.6 98.8 #DIV/0! 100.0 91.2 98.9

8.0 1.0 17.8 0.0 0.0 72.2 0.0 6.9

52.4 51.4 56.0 43.9 56.6 86.1 21.0 52.1

4.6 4.8 10.8 16.8 0.0 34.5 0.0 6.9

92.6 71.8 70.6 72.5 33.1 125.0 0.0 76.2

16.5 37.5 35.1 40.9 #DIV/0! 94.5 0.0 30.2

27.9 33.9 28.9 26.5 33.7 53.1 5.9 30.2

0.79 0.85 0.80 1.02 0.42 1.50 0.25 0.81

0.95 1.05 1.21 1.26 0.00 2.20 0.00 1.02

0.011 0.001 0.004 0.001 0.000 0.112 0.000 0.005

2.1 2.0 1.9 2.0 0.2 6.1 0.1 1.9

0.76 0.91 0.95 1.01 1.52 3.04 0.00 0.91

19.2 4.3 18.0 0.0 22.7 60.9 0.0 12.3

35.8 18.1 12.7 0.0 29.4 72.3 0.0 21.6

28.4 29.0 27.9 10.1 14.9 88.5 0.0 26.5

13.0 9.0 9.1 2.7 43.8 51.4 0.1 11.6

76.7 72.8 75.0 50.3 100.0 100.0 4.3 73.5

148 141 146 182 #DIV/0! 326 15 149

17.2 16.2 15.3 26.6 #DIV/0! 74.7 0.0 17.5

0.006 0.006 0.009 0.025 #DIV/0! 0.084 0.000 0.009

38.1 70.4 44.1 15.1 #DIV/0! 280.2 0.6 47.7

0.055 0.041 0.065 0.107 #DIV/0! 0.200 0.01 0.0586

11.3 9.0 22.5 3.7 0.0 134.8 0.0 11.1

49.8 74.9 32.5 30.4 35.8 370.5 11.3 50.8

1.2 1.0 0.7 0.9 0.6 2.7 0.0 0.9

49.4 50.7 35.5 30.1 28.5 83.3 0.0 43.2

17.0 11.6 8.9 7.8 #DIV/0! 22.7 2.2 12.4

161 114 81 68 #DIV/0! 289 44 117

平成17年度末現在・公表事業体指標値（H15データ(一部Ｈ16データ)）

38公表事業体

設計指針に示される塩素剤10日以上の確保が必要である。

設計指針に示される1日（24時間）分の確保が望ましい。

評価の基準値となりうるもの

これら２指標は、人口密度や普及率等に
影響を受けるため、指標単独での評価は
困難である。

備考
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3.2.3 今後の課題 

今後の課題として、以下の事項が挙げられる。 

 水道事業ガイドライン（JWWA Q100）に示されているように、ＰＩを用い

る際には「背景となる情報（コンテクスト）」を十分に考慮する必要があ

るため、水源や自然的条件、社会的条件等により分類した基準値が必要と

なる。 

 現段階では公表事業体が 38 と少なく、平均値は参考値にしかなりえない

ため、今後公表される業務指標を加え、平均値としての信頼性を高める必

要がある。 

 （財）水道技術研究センターでは「水道事業ガイドライン業務指標（ＰＩ）

算定結果について－第２報－」において、「水道統計」「地方公営企業年

鑑」より算定可能な 49 項目の事業体規模別の度数分布図を作成しており

（下図参照）、抽出 33 項目について同様のデータが得られれば、今後の災

害時影響程度の評価に役立つものとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（財）水道技術研究センター「水道事業ガイドライン業務指標（ＰＩ）算定結果について 

－第２報－」より抜粋 


